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表紙写真： アラシの前ぶれ（高知新聞社提供）

45年8月16日 マリアナ諸島付近で発生した台

風10号は次第に勢力を強め， 日本本土へ向かって

北Lを続けた。写真は，同20日午後，中心気圧930

ミリバール，最大風速50m,半径300km以内は25

m以上の暴風雨という‘‘ジャンボ台風’'に発逹し，

潮の岬の南，約600kmの海上に達した頃，高知県

吾川郡春野町甲殿海岸に押し寄せた，アラ、ンの前

ぶれを思わせる高波の状況である。 21日早朝，台

風は幡多郡佐賀町付近に上陸，県下全域をすっぽ

り圏内に包み込んで猛威をふるった。
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砕波帯の中の流れ

岩 田 憲 幸＊
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はじめに

沖の方から伝播してくる波浪が沿岸の浅いとこ

ろへ侵入すると，波の形が段々と険しくなり遂に

砕波する。この砕波する時の波高（波の峰と谷と

の間の垂直間隔）は，水深の0.8倍と考えてよい。

したがって，波高の大ぎな波は，、岸から離れた比

較的深いところで砕け，波高の小さな波は，岸近

くの比較的浅いところで砕ける。また，一度砕波

したあとでも，再び波が形成されて，次の砕波点

まで進行して再び砕波するというぐあいであるか

ら，台風などから来る土用波などのように波高が

大きい場合には，遠浅の而浜では， 汀線から 100

m以上にもわたって砕波の現象がみられる。

このように砕波の激しい場合には，砕波帯の中

の水の流動も複雑であるが，平均すると，岸に沿

鼻．った流れ，すなわち沿岸流や，岸から沖へ向う離

岸流などが見られる。

波によって巻き揚げられた海底の砂礫が輸送さ

れるのは，このような乎均流によってである。す

なわち，沿岸裸砂，したがって海岸浸蝕，決壊，

あるいは逆に，港湾埋没などの元凶がこの沿岸流

である。

沿岸流の観測装置

砕波帯の中で沿岸流を観測した例は大変少な

い。実験的には，ブイなどを投入して陸上から追

＊ 沿岸防災第1研究室長

図ー1 電磁流速計の原理

跡して求める方法などが行なわれているようであ

るが，このような方法では長期にわたる観測は不

可能である。と言っても，普通のイソペラー型流

速計では，砕波帯という水粒子の運動が複雑で激

しいところでは使用できない。そこで我々は，エ

業計器として普通よく使用されている電磁流速計

を使用して，沿岸流の観測を乎塚海岸で行なうこ

とにした。電磁流速計の原理は，至って簡単なも

ので，図—1 に示すようにパイプの中の流速Vは

バイプの上下に設置されたコイルによる磁界Bに

よって誘起される起電力eに比例することを利用

するものである。したがって，この起電力を測定

すれば，パイプ方向の流速を求めることが可能と

なる。同じようなパタプをいまひとつ，まえのバ

イプと直角をなすように設置して，両者で流速を

同時に測定すれば，速度ベクトルの水平 2成分を

-1-
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図ー2 電磁流速計の配置

求めることができる。図 2は，現在我々 が観測

こ使JIlしている 2個の‘直磁流速』の配iiりをぷした

ものである。

ここで— • 番 1 廿 l}姐となるのは ， 流遠，; 1オII 利の配 ii'『1,:

ベ，架台の影？愚による流辿のひず女であるっくわ

しいことは，文木に掲（）天文献に述べてあるので

省略するが，検定の結果からみると，相 l［配ii’¥'：に

関しては， tcぉ，改良の余地がありそうに息え

る。

次に1}ll}姐となるのは，砕波俯にどのように設ii,.i:

するかである0 11•Iと ii']'：は，架台ばかりでなく， i じ）J

および通（バ川の鉛払ケーブルを合せて 2本敷設し

なければならなし、。砕波間で観測時に受｛｝る波）J

のことを杓えれば，設ii’'｛：は余程強Ililにしなl}れば

ならなし、が，かと云って設/i'1i:I :れができるのはペ

クなぎの時だけであるから， l□liそれ 1、I身にあま
り1均間をかけるわけにもし、かなし、し，まにifIt(Iiiiに

II数をとられるようでも困る。し、らし、ろと杓えた

木，結局，採）llした）j法は次のようなものであ

った。そしてそれは人変うまくし、った。

まず， 架台の 卜部 を＇ぴ真—1 に小すよ勺にコ‘/

クリートでl11ilめて，測料をつけた架台令体を起き

_,:りコポヽンのようにすかこのコソクリートのIT!:

贔は，このまま泊j底にi悦いた場合ても波）Jによっ

て転倒しなしヽようf}ij浪な壮I仰から見柏った。

設ii’',＇：現場へ輸送してから ifl}底をJ)lllって，このコ

ンクリート i;|；分がかくれるまでJI|！没する）とII I] ll!j 

に，｝ドに向ってケープルを敷設ナるとし、うlと取り

であ如ケーブルと架台は，ひっばりおよび水密

性を灼応して充分強固に結合してあるKめ，船 I・・

で梢jiitに取りはずすことができなし、、、そのI...，．1),

架台の設i，りとケープルの敷設を111]ll!j-;こ行1叶）応）・

ればならtcし、。 しかも ，このケーノルのllJ如＇とは ，

ifりの沖側から汀線を越えて，1：9:?|••主 で ， ケープIL

のキソクが起らなし、ようにfj・ /c J)な！日l(、fならな

し、 この｝、悶が・番，リii.化|i‘<iましに'l',．杞iて、も、）にぅ

写真ー1 電磁流速計の架台

写真ー2 水中用の鎧装ケーフル

ど
図ー3 ケープル敷設用プイ

り
'】
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図ー4 観測例（昭和46年4月9日）

結局のところケーブルは，図—3 に示すようにブ

イに抱かせて，プイ毎，陸側からブルドーザーで

ひき上げる方法をとったが，結果からみて，これ

は大成功であった。以後， 砂浜海岸でケーブル

を敷設するような場合に氏この方法を推薦した

し、5

こうして行なった設置工事に要した時間は，作

業用のクレーソ船が，現場に到着してから 2時間

と少しの程度であった。工事終了後2時間も経過

しないうちに，前線通過による突風が吹き荒れて

ー同肝を冷やしたことを今でも忘れない。

かくして，海中工事の最大関門を突破すれば，

あとは陸上の観測小屋の中での作業であるから，

冗談も出れば，鼻歌もでるというのどかなものと

なる。

観測結果

設置工事を終え，観測小屋の整備をして，本格

的な連続観測に入ったのが，昭和45年の12月2日

であった。丁度この頃から気圧配置が安定して，

相模灘は例年の通り穏やかな日が続く。それでも

現在まで何回か，高波とそれに伴う沿岸流とを観

測することができた。図ー4に示したのは観測結

果の一例である。沿岸流は，反時計まわりに江の

島から大磯方面へ流れる場合が正で，離岸流は，

岸から沖へ向う場合を正としてある。図ー4では

―

―

―

―

―
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図ー5 風向と風速（昭和46年4月9日）

ほぼ0.5ktの離岸流と -0.4 ktの沿岸流が認め

られる。このときの水粒子速度のパワーを示した

ものが，グラフの下端に直角，平行と表示してあ

るもので，直角成分のパワーは1.9V2で，平行成

分のパワーは0.5V2である。流速の変動を正弦波

とした場合には，このパワーを求める回路の出力

電圧x(Vりは流速変動の振幅の 2倍，すなわち，

峰と谷との流速差H (kt) とX=1. 6 H2 

の関係にある。すなわち，この場合は，岸に直角

方向にはHが1.1kt,平行方向には0.56ktとな

- 3 -



図-6 水面変動と流速変動（昭和44年12月12日）

る。これから，波は，ほぽ，岸に垂直の方向から

28°ずれた方向， からやってくることがわかる。

沿岸流の正負から判断して，沖波が進入してくる

方向は，この場合，南々東となる。このときの風

向，風速を図—5 に示す。風向は南から，一寸西

よりで風速は9日13時に23m/secにも逹する。

沿岸流速もこのあたりが最高である。そして20時

30分以降になると，沿岸流の方向は逆向ぎになっ

て，江の島から大磯方向となる。このとぎ，風向

は北東に転じ，風速も Sm/sec以下になってい

る。図ー4で見る限り， 波による水粒子速度のパ

ワーはそれほど変化していないから，沿岸流速に

風向，風速が影響しているようである。すなわち

11時から 20時までの江の島方面へ向かう沿岸流

は，南々西の強風による吹送流の影響であって，

20時以降の弱い北東風のときの大磯方向の沿岸流

が，砕波による沿岸流と考えられる。

あとがき

直接観測しているものは，電磁流速計による水

粒子速度だけである。これをそのまま記録したの

では，波高の記録と同じような時系列が得られる

だけで，沿岸流の測定に不向きである。図ー6は同

じ平塚海岸で，別に試験観測を行なったときの，

水圧波形と， 岸に平行な水粒子の速度の波形と

の同時記録の例である。このような記録を 1日中

休みなしにとったのでは，データの整理が大変な

ので，図ー4に示したものは，図ー6のような出力

電圧の 3分間の移動乎均値と，この平均値からの

変差の自乗平均値，すなわちバワーをアナログ旅

算回路によって連続的に記録させたもので，これ

によって波による水粒子速度のパワーと沿岸流速

とが一目瞭然となる。

なお，水圧型波高計も同時に設梱して，波のバ

ヮーおよび，潮位変動をも求める予定であった

が，波高計の計器の故障で，観‘測が流速成分のみ

になったのは残念である。

文献

Iwata. N, (1970), A note on the wave set-up, 

longshore currents and undertows. Journal of 

the Oceanogr. Society of Japan. 26(4), 233-

236 

岩田，藤栂，田中ら (1971)：砕波と沿岸流

防災科学技術総合研究報告 No.25, 87-95 

111111111111111111111111111 おもなニュース 1111111111111111111111111111

◇科学技術週間に施設を一般公開

＇例年，科学技術週間の行事の一環として，

国公立等試験研究機関の公開を行なつており

ますが，今年も 4月12日から18日まで，本所

をはじめ，各支所および研究学園都市の施設

を一般に公開したところ，各施設とも多数の

見学者がありました。

- 4 -



強震計の配置にまつわる話

丸 山 文 行＊

強震計とは

先般ロスアソゼルス郊外で発生した地裳の際，

一つの強霙計が1,000ガルの記録を示したと報ぜ

られた。ところでこの種の強霞計はわが国にもか

なりの数が設置されているのである。まず図—1を

見ていただきたい。強震計の設置は昭和27年度に

始まり，初めは毎年わずかしかふえなかったが，

38年度あたりからふえ方が顕著になり， 39年6月

16日に発生した新潟地震を契機としてさらに飛躍

し， 45年末で546台に達している。

強農計とは強い地震のときの地面の動きを正確

に記録させる器械である。そもそも地震計の発明

は明治13年 (1880年）のことで，それは地面の動

きを変位としてとらえ，記録させるものであっ

た。ところが，建物がこわれるような強い地震の

ときは変位が数十cmに達するので，よほど大き

い特別の地震計を作らないかぎり，地震計もこわ

れるか，目はずれになるのを覚悟しなければなら

なかった。この欠点を克服して，地面の動きを加

速度としてとらえ，加速度に比例する記録が得ら

れるような地震計が発明されたのは昭和年代には

いってからであった。

加速度の単位として gal（ガル）という言葉が

よく使われている。これは力と運動との関係を最

初に研究したガリレイ (Galilei)の名に因んで命

名されたものである。時間1secの間に速度が1

cm/secだけ変化するときその変化割合を1gal 

の加速度という。9

詞i 年1年

品i
90 

80 

70i 

60 
50 

40 

30 
2 0 •. 

10 ーェ暑ふ□汀〗
27 28 29 30 3 1 32 33r34T35-:36T3i 38 39 40 4 1 42 

図ー1強震計設置台数の伸び

＊第 2研究部長

加速度を体惑としてとらえる一つの方法とし

て，速度 Vの列車に乗って半径Rの円周カーブを

通過すると考えてみよう。このとき曲がる方向と

反対方向にザ/Rの加速度が働く。たとえば時速
72kmとすると v=7.2 x 106 cm/3. 6 x 103 sec= 2 

x l03cm/sec,半径1,000mとすると R=l05cm, 

したがってv2/R=40galとなる。気象庁の震度階

でいえばこれは震度IVの中震の程度である。加

速度に質量を乗ずると力になるが，われわれはこ

の力を感じるわけである。

ついでながら周期T,振幅 aで単振動をする物

（生体には最大でa T)2の加速度が働く。加速度地
震計では振子の固有周期を小さくできるので大き

な加速度を受けても振幅は少しですむ。すなわち

小さな地霙計が作れるのである。

強い地震を加速度の形で記録させる方が，地震

計にとって容易であるばかりでなく，加速度とカ

とが直接結びつくことを考えれば耐襄工学上にも

有用な資料が得られることになる。

かくして加速度型強震計を多数配置して強い地

震がくるのを待っていれば，いつかは完全な大記

録が得られると認識されるようになった。

このような蒲想は実はわが国の方が早かったの

であるが，実現をみたのはアメリカが先で昭和9

年には最初の数台がカリフォルニア州内に設置さ

れている。

わが国においても戦後直ちにこの問題が再びと

りあげられた。地球物理学者および技術者協力の

下に強震計委員会(Committeefor the Standard 

Strong Motion Accelerograph)が構成され，

昭和26年度文部省科学試験研究費の交付を受けて

新しい型式の加速度型強震計が誕生した。この強

震計は委員会英訳名の頭文字をとって SMAC型

と命名され， 1号機は東京大学地霙研究所に設置

された。図ー1で示した最初の 1台がこれである。

その後建設省型というのも考案され， DC型と

名付けられた。何回かのモデルチェソジはあった

が，図ー1で統計の対象になっているのはすべて

SMAC型か DC型かである。
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最初の強震計配置計画

さて強震計を全国に配置する計画について公式

機闊からの発言はこれまで2回ほど行なわれてい

る。第 1回は総理府資源調査会の勧告（昭和30年

1月31日）であり，第2回は日本学術会議勧告で

ある。資源調壺会勧告においては 3カ年計画とし

て表ー1に示すように116箇所413台の設箇が提

案された。

区 分 1 勧 告 1 配砒実績
箇所数台数 箇所数台数

地盤 巡嬌省 43 43 36 36 

ク その他 128 137 

建第物 建設街 32 124 17 26 

ク• その他 104 251 

堰屁 電力関係 18 108 2 3 

ク 建設宅i 7 42 4 s 

ク その他 1 1 

栢梁 建設雀 6 36 12 14 

ク その他 40 44 

逃濡 運韓省 10 60 8 8 

その他 2 3 

計 1 116 413 -| 354 528 
表ーl 資源調査会勧告と昭和45年末の配置

箇所をきめるにあたっては，実際上の管理の容

易性か考慮され，現実に強震測定を行なおうとし

ている機関の意向が尊重された。

この勧告に甚つぎ・建設省所管の予算の中に・

建築物の耐霙性の測定に必要な経費として，昭和

31年度876万2千円， 32年度795万2千円が計上

され，計25台の弥震計が国費により設置され，観

測網が作られていった。

その後の実績と勧告とを比べてみるため， 45年

末における既設の強簑計について統計をとり同じ

く表-1に示してみた。（図4で対象となった 546

台のうち， 18台は区分が明らかでないため，残り

の528台についての統計である。）

地盤については当初中央気象台（現在の気象庁）

が設置する構想となっていたが．実現にいたら

ず，遥翰省港湾技術研究所や他の機関が補ってき

ている。建築物については，建設省所管分が 26

あるようである。橋梁については， 1箇所あたりの

台数はともかく，箇所数は実績の伸びが著しい。

港湾関係では前述のように地盤に置かれたものが

多い。

日本学術会議勧告

さて，図ー1でもみられるように，強蕊計の設置

が飛躍的に盛んになったのは新潟地震が契機であ

ったといえよう。日本学術会議勧告（昭和39年11

月17日）および勧告の実現推進方策についての要

望ばその時点においてなされ，（耐簑工学研究の強

化拡充という観点から強震計の全国的配協計画に

ついても検討が行なわれたのであった。

この要望書によると昭和39年末現在で既設置の

強震計は 198台となっている。しかし5釦裳計の大

部分が建造物主の自発的設脳によるものが多いた

めに，その 60%が東京，大阪に集中しているの

て，地域別および地盤・構忍物種別に立脚して計

画的に全国に配圏することが必要であると述べら

れている。

地域別配置としては，国士を50km平方に区

画し原則として各区画に1台ずつの強震計を設置

することが提起されている。その所要台数は 250

台であるが，既設台数のうち68台はこれを活用す

ることができるので差引 182台の増設か必要であ

るとされている。 （表ー2)

次に50km乎方の同一区画内でも沖積層，洪稽

層等地盤条件を異にするところ，およひ振動特性

の異なる建造物，たとえば建築物，橋梁，港濡構

造物，堰堤等に設置することが考えられている。

これにより将来構造物への設計用地喪力を地盤と

関連性をもたせて合理的に決めようとするもので

ある。 この観点から増設を要する強震計台数は

214台で，結局地域別要増設台数の 182台と既設

台数の 198台と合わせて 594台が当面の目標と

なされたのである。ただし地震時の災害は特に都

市，大規模の産業地帯等において拡大する心配が

多いので，この対策として埋立地等で重要産業施

台にとどまっているのに対

し，他の機関および民問で

設置した分がかなりの数に

逹している。堰堤について

は計7箇所9台に過ぎない

が，より固有周期の短い強

雲計が望まれていた事情も

I北海道東北東北関東中部中部関西中国四国九JII
太平日本 太平日本
洋側海側 洋側海側

it' 

要設置台数

既設台数

疫培設台数

46 32 16 24 24 20 24 16 16 32 

4 4 2 107 15 8 47 5 5 

42 28 14 12 9 ]2 12 11 11 ・ 31 

表ー2 日本学術会議勧告の地域別配置計画

- 6 -

250 

198 

182 



設の集中する地区，原子

炉，発電所，高層建物，

長大橋梁等に常時設置し

気象庁所管の地痰観測地点て，その「描造物の安全

性を直接検定する」必要

があると述べられてい

る。これら施設への強震

計設置は公民間の協力を

必要とし，また政府とし

て， メキヽ ンコ市， ロスア

数字は昭和29~44年の問に観測された

震度皿以上の地擬の回数

〇 上期間に農度V以上が観測された地点

なお，大きな数字は 2度ごとの経度緯

度のメッシュの中に配置された強震計

の台数を示す。

42゚

ンゼルス市等の例を参考

とし，重要建造物への強

霙計設置を義務づける法

的措趾をとるようにする

ことが望ましいとされて

いるので，この観点から

ふえて行く強震計は前記

396台とは別であると考

えられる。

36° 

34 ゚

日本学術会議勧告の配

置計画と昭和45年末現在

の実績の546台と比較す

ると 546-198= 348台が
増設されていることにな

る。ただし，前述の「構

造物の安全性を直接検定
図ー2 強震計の配置状況と地震回数

する」目的のものがどれだけあるかわからないの

で計画達成率を計算することはできない。

同様に， 50km平方に少なくとも 1台配置す

る方針でどの強震計が設置されたかを判定するこ

ともむずかしい。しかし，設置台数が448台であ

った時点で， 2度ごとの経度緯度のメッシュに強

震計を分配してみた図ー2が参考になる。ちなみ

に，経度2度に対する弧の長さは緯度30度で193

km, 46度で155km,また緯度2度に対する弧の

長さは 222kmである。この図によれば北海道，

東北日本海側，中部日本海側，中国，四国，九州

の設置密度はまだ基準に達していないようであ

る。

配置についての考え方

以上，資源調査会勧告，日本学術会議勧告で示

された全国的配置計画を甚に現状を分析したわけ

であるが，次にいささか私見を加え解説を続けて

みたい。

まず全国的に見て設置密度の低い地域があるこ

とを問題にしよう。 50kmのメッジュで区切って，

空白の地域を無くそうとする計画が提起されてい

ることはすでに述べたとおりであるが，もし振動

特性に地域による差異を認めず，単に一定期間に

できるだけ多くの強震記録を得ようとする場合に

は，強震の起こりそうなところに重点的に強震計

を配置する方が効率はよい。

すなわち非常に単純化したモデルとして次のよ

うに考えてみる。いま全国を K個の地域に分け，

それぞれにn1, n2,•…••，匹台の強震計を配置

するものとする。また，一定期間において i番目

の地域の強震計はri回作動し記録するものとす

る。するとこの期間において全国で得られる総記

録数はs=n1r1 十 n2 な＋… •••+nkrkである。そこ

でれ1+nけ・・・＋匹＝nが一定という条件で Sを最

大にする解を求めてみると， r1,r2,・・・，なの最

大値が現われる地域にn台全部を設置するのがよ

いという結果になる。それではなぜ全国に分散さ

せるかといえば，一つの理由は地震が起こると思
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った地域に全台数を投入して，もし地霙があまり

起こらなかったならば， Sが極端に小さくなると

いう危険があり，それを回避するためであろう。

そこでriを確率変数と考えその平均を加，分散

を好とし， r1,乃，・・・，なは互いに独立とすると，

S も確率変数となり，その平均は n1m1+n2m2+ 

…+nk叩，分散は n12(J12+”げaげ十・・・十nk2ak2とな

る。例えばriをボワソソ分布に従うと仮定すれ

ば(]?＝加であることから類推されるように，一

般にはm,iが大ぎいほど(Ji2も大きいと想定して

よい。そこで Sの平均が大きければ Sの分散，従

って標準偏差も大きいことになる。平均から標準

偏差の C倍以上離れることはまず考えなくてよい

とすれば，

D=nt例＋・・・十 nk叩— c✓n/a12+ ・・・十 nk2(Jげ

という鍼が大きいほど危険は少ない。すなわち極

端に Sが小さくなる事態を避けられる。切i9(Ji2 

(i=l, 2,…, K) とnがわかっているとき， D

を最大にするようにn1,凡，・・・，囮をきめるの

も一つの考え方ということになる。

さて，この解は m-L,吋， Cの与え方で微妙に

変るのであるが，特別な場合として加＝m2＝・・・

＝叫＝切， 012=(]t=…＝(Jk2＝がと仮定すると，

D=nm-c(JJ吋＋・・・＋記となり， Dを最大にす

るには n12+n/+…+nk2を最小にすればよいこ

とになり， n戸叫＝…＝尻＝n/kが解となる。す

なわち各地域に同数ずつ強震計を配置すればよ

い。実際には加に不同があるから，加の大きい

ほどn,iを大きく配置するという解が得られると

思うが，加の不同が激しい場合にはやはり加の

最大を示す地域に全台数を投入するのがよいとい

う解になることが起こり得る。

以上の考察によれば，結果的に見て地震が多く

起こった地域に多くの地震計が設置されていた場

合，それは必ずしもアソバラソスとはいえないこ

とになる。

強震計はふだんは休止していて，震度皿以上の

地康動で動きだすように調整されている。そこで

試みに昭和29年初めから昭和44年末までの16年間

に，気象庁所管の観測地点で霙度m以上の地震が
何回観測されたかを理科年表により調べ図ー2に

記入した。

これによると，松代，長野は特別の事情である

が，その次には関東地方に多く，続いては北海

道・東北の太平洋岸が多くなっている。強震計配

置が手薄だった地域は結果的に見てあまり地震の

起こらなかったところである。しからば強震計を

広く分布させることの意義は何かということがあ

らためて問題になるが，その一つの理由は大地震

の記録をのがさないということにあろう。大地震

であればまれにしか起こらず，従って前述のモデ

ルで mi,6t2が一定である場合に近づくと思わ

れ，一様に配置することが合理化されるのである。

図ー2からもわかるように震度 V以上が観測され

た地点は全国に散らばっている。

以上の議論は振動特性に地域差がないと仮定し

て展開されたものであるが，実際問題として地域

の特徴があるという前提に立てば，そこからも分

散配置の必要性がでてくるであろう。

次に，沖積層，洪積層等地盤条件を異にすると

ころに配置する意義を考えてみょう。この場合も

振動特性に地域差を認めるかどうかで考え方が達

ってくる。もし地域差を問題にしないならば，強

霙計が日本のどこにあっても単に置かれている地

盤の種類によって類別され比較される。この際に

は各類に属する台数が多いほど信頼できる判断が

得られると想定されるので，地盤種別ごとに強震

の起こりやすいところを選び重点的に配置するの

がよいことになる。

強震計は今後も毎年相当数がふえる機運にあ

り，維持管理の対象はそれだけ増加する。従って

強震観測事業推進に要する経費も潮増されなけれ

ばこの事態に対処して行くことはできない。とこ

ろが維持管理に要する経費を確保するには今後の

配置計画について問答がなされるのを常とする。

すでに本誌 No.8（昭和44年5月）に掲載され

たように，昭和42年6月に「強震観測事業推進連

絡会議」が設けられ，その事務局は国立防災科学

技術セソター内に置かれているのであるが，弛震

計をいかに配置して行くか計画を立てることもこ

の会議の重要な仕事の一つとなっている。この機

構に寄せられる期待は多大であるといわねばなら

ない。

地震国日本における震災防止のためにより多く

の方々がこの種の問題に関心を持って下さるよう

念願する次第である。
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地盤からみた宅地防災

1．はしがき

新しく住居を選定しようとする場合や，既に相

当期間ある土地に居住している場合に，その士地

がどのような災害に見舞われやずいか，万一の場

合の対処方法はどうすればよいかといった問題は

身近かな防災科学技術として重要と思われる。 I

の分野を仮に「宅地防災」と名づけておこう。

宅地防災には従来二つの流れがある。第一の流

れは工学的，技術的とでもいうか，例えば崖くず

れ防止の設計，基礎地盤の改良工法，排水路の設

計など個々の具体的，人工的防災対策である。第

二の流れは地学的とでもいうか，例えば軟弱地層

の分布状態を調査し，また地層のもつ物理的性質

（含水状況，耐圧強度など）を試験するなど，地

域の自然としての地盤特性を明らかにしようとす

るものである。

宅地防災ではこの二つの流れが車の両輪となっ

てこそ役立つことはいうまでもないが，この小論

では第二の流れにそって，しかも極く基本的な概

要を解説している。いわば，地盤からみた宅地防

災である。

2. 宅地防災における基本的考え方

2-1 これまでの推移

宅地防災についての科学的考察は，比較的新し

い時期， 極言すれば 10年程前から始まったとい

える。それまでは先祖伝来の経験に基づいて，災

＊ 災害研究室長

西 J I I 泰＊

害に見舞われ易い所は避けたか，もしくは生産基

盤が壊滅的打撃を蒙むり，生活が成り立たなくな

り不適住地として自然陶汰され，他方，水の便が

よい，耕作し易いところ，比較的災害の少ないと

ころに居を構え，おのづから宅地が選定されてき

た。宅地防災の科学技術はそれ程必要でなかった

のである。現在の市街地の膨張は，今のべた経験

則を越えた領域に展開されざるを得ず，そこに宅

地防災上の問題点が潜んでいるとみなし得る。

2-2 宅地の開けるところ

宅地が展開する地域を，台地，丘陵，山麓など

山地と，平野，埋め立て地など平地とに 2大別し

てみた場合，宅地が開けるのはどこでもよいわけ

でなくそれなりの条件の具わったところである。

山地ならば適度の規模，運動を示す地すべり地帯

に，平地ならば沖積平野で河川氾らんがそれ程深

刻にならないところに宅地が開ける。山くずれの

よくおこるところ，家屋を流・し去ってしまうほど

河川流水の激しいところ，湛水時間の長い低凹

地，水の便の悪い洪積台地などは従来，非適住地

として宅地以外の目的に供せられてきたのであ

る。地すべり地帯や若干の氾らんのある沖積平野

を適住地としたのは，そのような地帯は稀の災害

を補って余りある有為な生産条件があるからで，

わが国の土地利用と宅地防災の関係を考えるに極

めて重要なことである。

自然の大勢に順応して宅地分布の秩序が保たれ

ていた従来の傾向に対し，最近では，人口偏在

化，核家族化，土木機械力の発展などを背景とし

て，従来，非適住地であった地帯をも強引に宅地
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として開発しようとしている。山麓傾斜地，台地

の縁辺部，崖直下，低湿地帯などでは，なんらか

の防災施策を講じて宅地化されることがよくあ

るが，この防災施策に完壁なものを望み難い事情

がある。この事情は，浸水，崖くずれ等の細かい

部分について技術的に解明されていないことのあ

ること，経済的制約から安全限界を低く見積るこ

と，せっかくの防災施設の維持管理が不十分であ

ることなどに由来するものである。この三つの原

因のうち前二者は意外と根が深く，容易に解決で

きそうに思えないことを付記しておく。

2-3 国土の特性からみた宅地災害の傾向

日本の居住条件は諸外国に比し劣るものではな

いが，国士の特徴からして宅地災害に次のような

弱点を宿命的に持たざるを得ないことを認識して

おこう。

(1) 経済的に有利な沿岸地帯は軟弱地盤で構成

されているのが普通で，このことは高潮災害，地

盤沈下，構造物の不等沈下をもたらし，震害をよ

り大きいものとする。

(2) 地形。地質が複雑でその構成単位が細分化

されているので地震，豪雨を契機として各種の山

地災害に見舞われる。

(3) 地形・気象の関係から洪水災害を招ぎ易

く，河状係数が大きく防災施設の許容限界を越え

易い。

(4) 世界屈指の地震帯に位置し，一方，人口•

資産の集中と地形地質の特性から，直接間接に地

震の影響が強い。

(5) 土地利用が世界一といえるほど高度に発逹

しかつ利用密度が高いため，土地利用上の僅かの

変化が自然界の微妙な秩序を乱し，災害を招きや

である。宅地災害をどのような方法でみれば教訓

となし得るか。

(1) 災害が起こった地域について，既往の災害

をよく調査し，今回の災害とかっての災害とを種

々の角度から比較検討すること。

(2) 災害を大きくもし，小さくもする原因とし

て，降雨，地形，地質，土質，土地利用形態など

自然的なものと，排水路がつまっていた，避難方

法に不手ぎわがあったなど人為的なものとのから

み具合をよく見極めること。自然と人為両条件の

一方の面からのみ観ることは災害の本質を見失な

う。

(3) 災害機構（災害原因と被害状況との相関性）

のよくわかるものとそうでないものとを区別して

考えること。前者の場合の防災措置はより簡単で

ある。昭和42年7月9日に阪神地方を襲った豪雨

災雷についてみるに，六甲山麓では山くずれによ

る多数の死者があり，大阪平野とその周辺台地で

は人命被害は少ないが家屋の浸水被害が顕著であ

るという特徴があった。同一豪雨が原因といえ，

六甲と大阪での災害は全く異質な内容を持ってい

る。六甲の場合，災害機構がよくわかり，宅地造

成の規制といった行政上の措置でも相当の防災効

果を期待できる。これに反し大阪の場合，豪雨と

災害の因果関係を十分解明するのに技術的困難性

があり，また防災対策にしても都市排水，中小河

川改修など多額の公共技資にまたねばならず，宅

造規制をしなければならぬほど危険地であるとき

めつけるのも行き過ぎで，防災上長く尾を引く問

題をかかえているといえる。

3. 現代の宅地災害の特徴

すくなる。例えば，

ダム群の建設が河川

洪水，河床変動，海

岸浸食に影響を与

ぇ，僅かの地盤沈下

が湛水被害を顕在化

するなどである。

災 害
名 I災宮発生 1先計 人身被害（人） I家屍被害（棟）
年月日 府県死者 1負傷者全壊半壊

備 考

2-4 宅地災害の

教訓と Lての生かし

方

大火でも事故でも

その原因を究明LIて
今後に備えるのが常

昭和13年神戸水害

諫早水害

狩野川台風

伊勢湾台風

第 2室戸台風

新潟地擬

昭和39年山陰豪雨

昭和42年 7月豪雨

1968年十勝沖地震

昭137. 3~5 兵庫県
557 1,（ 321 

(5511,(,,,(93726209470634 0 49 4) ) ) 

6,711 
（ ）内は神戸市のみ(49~) 94P (4,196 5) 

昭32.7. 25 長崎県
78 3, 73 2,65 

（ ）内は諫早市のみ

璧誓 (31 ,540907 ) (1, 114 3) 

昭339.26 静岡県
97 
大（仁）町内，は韮修薔山寺村IのIrJ計(702) (527) (336) 

昭34.9.26 愛知県 3,260 59,045 23,334 97,049 

昭36.9.16 大阪府 29 1,796 2,670 8,195 

昭39.6.16 新潟県 13 299 1,333 6,283 

昭397. 18 島根県 116 189 611 732 

昭42.7. 9 兵庫県
100 102 80 81 

（ ）内は神戸市のみ(91) (79) 

昭435. 16 青森限 48 671 911 4,851 

表ー1 最近おこった主要災害の人身・家屋被害一覧（府県単位）
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現代での宅地災害の特徴は，従来のように河川

洪水や高潮による大被害の発生というよりも，集

中豪雨による中小河川の氾らん，内水氾らん，崖

くずれ災害，地盤沈下災害など，ぎめ細かく散在

している傾向が顕著になりつつある。表ー1をみ

てみよう。簡単な本表のみでも，最近人身被害の

顕著なのは洪水のさいの溺死よりも豪雨や地震の

さいの崖くずれ等による浬没死が多くなっている

ことがわかる。大河川災害の克服，都市膨張によ

る新開地での被害増大という最近の災害の本質的

傾向が反映しているとみてよい。

3-1 宅地と水害

現代は，水害史上の転機に立っているといわれ

るが，現在，宅地水害の特徴は次のように考えら

れる。

(1) 大河川域では改修工事の進捗によってまづ

安全といえるが，異常な豪雨，旧計画基準による

河幅，堤高の場合および堤防局所に技術上の欠陥

が潜在してい｀る場合には，数十年に一回あろかな

いかの大水害を受ける可能性は残っている。この

ような地域での防災対策は公共事業にまつほかな

く，住民の側からする対応策はもはやない。

(2) 高潮災害についても(1)とほぼ同じことがい

える。高潮のおこり易い所は先進開発地域である

ことが多く，いったん災害があれば，伊勢湾台風

のように被害量は莫大なものとならざるを得な

し‘o

(3) 大阪乎野東部の低地や，首都圏台地の谷部

に発生しているような内水氾らん災害は，河川の

破堤がなぐても低凹地における排水不良や，道路

鋪装，遊水池の縮少などによる降雨の集水状況の

変化となって現われ，人命家屋の壊滅的打撃こそ

ないが，交通障害，衛生の悪化，家屋の腐食など

日常生活に密着した災害となる。内水氾らんは

(1), (2)と異なり，都市化現象と裏腹をなしておこ

り，中小河川に問題をかかえ，かつ，発生ひん度

が高く，被害地域が広範に及ぶことなどから，現

在における最も重要な水害の一種となっている。

3-2 宅地と地表変動災害

崖くずれ，山くずれ，地すべり，土石流などに

よって山地または台地の縁辺部などで宅地災害が

ひん発するようになっている。また，大規模な人

工盛土による地盤造成地でも無視できない災害が

おこっている。表—1 で，死者が100名を越えるよ

うな大災害で，最近の，山陰豪雨や昭和42年7月

豪雨などは，水害といっても実は山くずれ等によ

る埋没死が大部分で現世的な災害構造を示してい

るといえる。

参考までに宅地災害からみた地表変動災害分類

表を作成したので掲げておく。本表には検討の余

地が多いが，宅地防災への実用的意義は小さくな

いと思っている。

事項崖 崩 れ山 崩 れ地すべり 土 石 流 4. 宅地防災の手弓l

:I: 砂， 礫で構地成 山腹を薄た くホウキ 士測砂礫流をともう．なヽ・っではい ような型ぐ 地下深と部1も0か移ないし20m
形 態 さ地，れている部台 や＜ とスプーンでえ のろ 動ら地す層るも て のよに押ず山 の縁辺で

とり取あっるたような型 しよせてくる
れる

契 機I"雨・地震 禄雨・地震 地面，店運地動震がも主あでる萩 豪 雨

発生場所 台地の縁辺部 点山や腹，断祖間斜帯の変換
大で断粘層成土（構層れ造が）地下帯

で形， さ ている 渓流，爾状地

ところ

土砂 1~の崩中れ問程，地度すべり 多 い 堆異砂が状あ況るにより差少ない
移動盤

移動の
岬口とやや早I速い瞬時 I速い

速さ
いのとある

咲雨時の |f叩 豪雨末期棗雨の末期 豪雨終了直後
発生時刻

予 知 地水的形予の，状知態土し質かや，すら地比い校下 困 難 発事生の可謬能性？紘ある1困 雖

表ー2 宅地災害からみた地表変動災害分類表 （西川）
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4-1 地形・地質の理解の

仕方

宅地防災と地形。地質とが

深い関係にあるといっても，

その内容が必ずしも正しく理

解されていなく，また，地形・

地質の宅地防災への利用の仕

方についての経験が浅い。詳

細は省略して極く基本的事項

を整理して表も表—4に示し

ておく。これらの表を利用す

るには種々の配慮を要する

が，地形。地質のある種類（例

えば台地，花樹岩等）と種類

の境界域付近で災害が多く，

また，ある土地をいづれの種

類に含ましめるべきか判断し



種別；細分化：土地利用：災 害
• ・..．．．.．．．．．.．・ • • ・ • •.....· • ・ ・ • -• - 、..．．．.........．..．.．-．...．--・・・・・・・・・--・・・

山地：
：山地形成過程に：山林，観光地， ：山崩れ，地すべ
：より形態分類 ：一部宅地 ： り，土石流

·························-·-············.•--······--···············--·-····-·--·······・・・—

侵食面，谷密度：山地一般と異な：
丘陵；傾斜度などで分 iる．今後開発さ：地すべり
ロ類 ：れる-----.．．.．. ----..．.．•ー・・・•·.········ー・・・・・•........・・・・・・・・・--・・-・--・・・・・・ 

段丘： 上・中・下位な！今後，都市化が 崖崩れ，谷部で
：どに細分 ，：進む ：水害
→ -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

＇，湛水，洪水，高
低地：
：湿地帯，微高地，市街地，水田，
：などに分かれる；構造物多い｀

，潮，地輿，地盤
：沈下

表ー3 地形と宅地災害一覧表

主な地質［主な地形；主な岩質；
：周辺の主な：

：主な災害
：土地利用 ： 響．．．・・・・・・--・一●● ●ー・・ー・・・・・・・・.......・・・・ • --•ー・●● ● ● ● ●ー・・・・・・・・・・・・--・・・・・・・・・・響．．．........ーー・・・・・・・・ • 

中・古生層：山 地：硬 岩山林，畑！土石流
.........響會·······•··,············.. ···;.........響 ···········S·············........,.. ー・・・・・•-.. 

第三紀層：丘 陵＇軟 岩：山林，畑：地すべり'’
• -・ • ・ • • -．.．．.. • --• -．. 7 --..．．-• -• -----••よ· •--・ • ------響．．．．．．．．ょ．・• ---•----------•-・ • •:••----------• 
洪稲層：台地； つ・ややしま ' 

＇畑，林 i崖崩れ
：た砂礫隅.................................................................................幽•.．.．．．．．· • • ・ 
＇ルーズな砂，

沖杭層：平野：＇ ：水田 ；水．害：粘土，礫
··········疇 ••S,••·-··:···-- 響．．.........,.....響•--·-·--··•-···響··-···············-···.···--···········

花岡岩 jill ：山林，畑 ［山崩れ地：硬岩，マサ
・・・・・・・・............ー・・・• • --.．..．．．．．. ．•ー一一．．．．．．．．．．．疇．．．．．．.·.................... ••··-·····--··-··· 

片岩！山地：硬 岩：林地，農地：地すべり
-・ • --・ •ー・・・•---.．．...,.．．．．．．．..．. --• ＿ ● ● -一●● ● ● ● ●ー・・・・・・．．．•-一．．．．．．．．．．．．．ー・・・・・・・・・・・・・・・--・・・・
火山噴出物：火山山麓］火山灰‘畑，山林土地浸蝕

表ー4 地質と宅地災害一覧表

かねることのあることを特に指摘しておきたい。

4-2 内水氾らんに対する心得

宅地水害のなかでも内水氾らんに対する防災で

は個々人の注意による効果が大きく，以下述べる

心得も無駄ではなかろう。

＜定地選定にあたって＞

(1) 規模の大小を問わず，凹状の地形を呈して

いるところはなるべく避けること。目ではわから

ぬほどの，わずかな凹地にも注意し，また地盤沈

下地域も注意すること。

(2) 道路，鉄道，河川堤防，長大な塀など，低

地で流水をしゃ断するおそれのある施設のあると

ころでは，実際の豪雨後の湛水，排水状況を調査

すること。この調鉦は当地に数年以上住んでいる

人からききとるのがよい。

(3) 既往の台風や集中豪雨のさいの浸水状況図

を公共機関などで作成していることが多いが，そ

れで浸水域に該当するような所は特に注意するこ

と。

(4) 都市下水など排水事業計画の有無を調査し

ておくこと。

く内水氾らん発生地に既に居住している場合＞

(1) 宅地地盤の嵩上げをはかること。

(2) 建築物の基礎工をなるべく高くすること。

(3) ブロック塀をめぐらし，塀の出入口は出水

時に挿入できるような取り外し式の止水璧を設け

ておくと相当の効果がある。ただし，この方法は

自分だけを水害から守るというもので隣人にはそ

れだけ水害を起こりやすくすることを忘れてはな

らない。

4-3 地表変動災害に対する防災心得

＜宅地の位置選定にあたって＞

(1) 傾斜地にあっては地層の安定性を専門家に

診断してもらうこと。煩斜度だけからでは安定性

の判断が困難なことが多い。 ' 

(2) 山ぎわ，崖下においては斜面長（叉は比

高）。 2～3倍以上の間隔をとっておきたい。

(3) 近辺の既往災害の状況をききとり調査し，

各種判断の参考に資すること。

＜地山崩落の可能性のあるところに居住してい

る場合＞

(1) 崖くずれに対しては崖と住宅との間（数m

の狭いばあいを想定）に植林またはコソクリート

パイルを打ち，土止めしておくことは被害を軽減

する上で相当の効果がある。中途半端な土止め壁

はかえって危険である。

(2) 降雨状況は山地崩壊を予知する目安となる

ことが多いので，部屋の中で読み取り得る簡易雨

贔計（例えば寺田一彦博士の考案になるもの）を

設趾しておくとよい。これは数千円の経僻で白作

出来，しかも相当有効な働きをする。

(3) 崖くずれのおそれのあるところでは豪雨途

中でも避難すること。山くずれのおそれのあると

ころでは豪雨終了後数時間は避難しておくこと。

地すべりのおそれのあるところでは豪雨終了後1

~2日間は警戒を厳にい地下水の濁り，わき水の

発生，地割れ発生の有無を調査すること。これら

の現象は地すべりの前駆現象であることが多い。

(4) 地震の洗礼を受けたところではその後はじ

めての降雨時はとくに警戒すること。このとき，

よく山がくずれるからである。地震後， 1 ～2回

の豪雨にあってもくずれなければ地震の影響はま

づないものと考えてよい。

(5) 山くずれ，崩壊性地すべり（突発的におこ

る。） では，きめ手となるような防災工事が少な

い。したがって，いくらかの防災工事が施されて

いるからといって安心することなく避難するのが

一番よい。避難場所は予め設定しておくとよい。
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国立防災科学技術センター

◇ 昭和 46年度業務計画 ◇ 

国立防災科学技術センターの昭和46年度の

組織定員および業務の概略は，次のとおりで

す。

◇ 組織および定員

2課， 3研究部， 3支所， 1実験室および
流動研究官で，定員は89名である。

◇ 特別研究

梢乱雲を人工的に調節してひょう害の防止

を目的とする気象調節に関する研究と，深層

試錐による東京付近の地震活動の調査等，地

震予知に関する研究を行なう。

◇ 経常研究

経常研究は研究者および研究設備の整備と

相まって，災害構造，内水氾濫，岩石風化，

地霙活動，基礎地盤，情報検索，雪質変化，

雪害防災，沿崖防災，耐震実験法等20数項目

にわたって基礎的，総合的研究を行なう。

◇ 関係試験研究機関と協力して行なう総合的

な研究

(1) 干ばつ時における傾斜地の水利改善に関

する総合研究

(2) ローム台地における崖くずれの防止対策

に関する総合研究

(3) 大震時における都市防災に関する総合研

究

(4) 都市の雪害防止に関する総合研究

◇ 流動研究官が行なう関係試験研究機関への

研究協力

(1) メソ気象学の農業気象災害研究への応用

について，農業技術研究所に協力する。

(2) 岩石構造の地震動に対する影響に関する

研究について，気象研究所に協力する。

◇ 基礎的調査

非常災害が発生した場合に，すみやかに現

地調査を行ない災害の実態を把握するなど，

防災科学技術の推進を計る災害緊急調査と，

海外の災害に関する各種情報の収集，整備な

ど国際協力調査を行なう。

◇ 資料収集整理

災害関係資料の収集，整理，分類を行ない

関係者の要望に応じるように努める。特に松

代群発地震に関する資料のマイクロフィルム

による収梨，整理，国内の強震観測資料の収

集，解析整理などを行なう。

◇ 共用施設設備の整備運営

施設設備の整備運営の主なものとしては

(1) 大型降雨実験施設 斜面土砂の豪雨に

よる浸透流出，表面流出，崩壊などの機構

を実験的に解明するために必要な施設とし

て，筑波研究学園都市に建設し，昭和48年

度から関係行政機関の共用に供する。

(2) 大型耐震実験施設ー一ー前年度に完成し，

予備実験を終了したので，本年度は耐衷実

験に必要な計測器を整備して，関係行政機

関の使用および共同研究を行なう。

(3) 新庄支所の整備一―—雪害防災に関する大

規模な野外実験を行なうための関連施設と

して流雪溝実験施設，気象観測装饂の整備

を行なう。

(4) 雪害実験研究所，平塚支所および各研究

部は，施設設備の整備を計り，関係行政機

関の共用に供する。

◇刊行物

当センターが印訓物として刊行する主なも

のは次のとおりである。

防災科学技術（年6回）

国立防災科学技術センター研究報告．（年

3回）

防災科学技術総合研究報告（随時）

防災科学技術研究資料（随時）

強震記録（年1回）
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